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この記事の問合せ先: 広報担当 

Tel：   03-5717-1811 

e-Mail: company@tnbls.co.jp 

2022 年 10 月 25 日 

訪問介護事業者のBCP策定を支援する 

「訪問介護版BCP セミナー」の提供を開始します 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.背景 

２０２３年度末に策定義務化をむかえる介護事業者の BCP は、現在、施設と比較すると訪問系サービス事業者 

の策定の遅れが目立ちます。2022 年 3 月発表の調査報告書＊では、「策定済み」の事業者は全体で 25.9％と 

いうデータがありますが、「策定するめどがたっていない」と回答した割合が高かったのが訪問介護の 34.9％という結果 

でした。 

この原因のひとつでもある「BCP ひな形が自事業で適用しにくい」という課題に向き合い、当社では自法人にあった 

実効性のある BCP 策定に向けて、2021 年 10 月に訪問介護版 BCP 開発プロジェクトを発足しました。 

＊令和３年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業（株式会社エヌ・ティ・ティ経営研究所） 

「感染症対策や業務継続に向けた事業者の取組みにかかる調査研究事業」報告書 令和 4 年 3 月 発表 

 

東京海上日動ベターライフサービス（株）（本社：東京都世田谷区 代表取締役社長：中村一彦 以

下「当社」）は、自社で培ったノウハウをもとに、介護事業者向けに各種セミナーを提供しております。 

この度、訪問介護サービスに特化した BCP セミナーの提供を開始いたしましたので、ご案内申し上げます。 



 

              

  

 

 

      

２.目的 

 当社は東京海上グループのメッセージ 『TO Be a Good Company』を踏まえ、当社経営方針のひとつである 

『良き企業市民として社会的責任を果たし、広く地域・社会に貢献する』という社会価値（パーパス）の提供の 

取り組みとして、当社の開発した「訪問介護版 BCP ひな形」の提供と、その活用を効果的かつ実効性の高い 

BCP 策定するための BCP セミナーを全国の訪問介護事業者のニーズに応えるべく、提供開始いたします。 

 

３.訪問介護版BCP セミナーの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４.本セミナーの主な提供（販売）先 

 □自治体の介護保険課 

 □職能団体 

 □全国の介護事業者連絡協議会の訪問介護部会 

 □介護事業者支援セミナーを企画・主催する金融機関および一般企業 

 □複数の訪問介護事業所を運営する法人（自社の管理者向け研修として）  など 

 

このニュースリリースは、オンラインセミナーを開催する団体・企業様への講師派遣のご案内です。 

訪問介護事業者の管理者様が個人でお申込みできる、当社主催の BCP セミナー（有料）は、現在準備中です。 

 

当社では、これまでに介護事業の運営を通じて培った豊富なノウハウをもとに、介護事業を運営する全国の法人・職能

団体および自治体からの依頼に基づき、リスクマネジメントや人材育成関連のセミナーを 2009 年から提供しています。 

介護事業者向けセミナーのラインナップは、当社ホームページをご覧ください。 

 

 

訪問介護版 BCP セミナー  ～BCP ひな形の悩みを解消し 具体的な策定のステップを伝授～ 

訪問介護事業を運営する法人本部（BCP 策定責任者等） 

訪問介護事業所の所長・管理者 

●訪問介護の BCP 策定はなぜ難しい？ 

●BCP 策定のステップ 

●訪問介護版 BCP の全体像 

●訪問サービス固有事項はどうつくる？ 

タ イ ト ル ： 

受講対象者： 

 

内    容： 

 

 

 

 
当社訪問介護版 BCP 開発プロジェクトに携わった 訪問介護事業運営の BCP 実務担当者 

①BCP 策定に関わる自社ルールのあり・なしチェックリスト 

②当社オリジナル「訪問介護版 BCP ひな形」（PDF 全 40 ページ） 

 

担 当 講 師 ： 

受講者特典： 

 


